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１．障害者総合支援法、児童福祉法の概要 
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障害福祉施策の歴史 

昭和45年 心身障害者対策基本法 
 

平成5年 障害者基本法 
 

平成23年 障害者基本法の一部改正 
 

「障害」の捉え方の変化 
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「障害」の捉え方の変化 

障害者の定義を、身体障害、知的障害、精神障害 
 

その他の心身の機能の障害がある者であって、 
 

その心身の機能の障害及び種々の環境の障壁により 
 

継続的または断続的に日常生活又は社会生活に 
 

相当な制限を受ける状態にある者をいうものとする 
 

 

２０１１．８．５公布「障害者基本法の一部を改正する法律」より 
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障害者福祉施策の変遷 

平成25年 障害者総合支援法 

平成18年 障害者自立支援法 

平成15年 支援費制度 

昭和24年 

身体障害者福祉法 

平成10年 

知的障害者福祉法 

昭和35年 

精神薄弱者福祉法 

平成７年 

精神保健福祉法 

昭和62年 

精神保健法 

昭和25年 

精神衛生法 
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措置費制度から支援費制度へ 

措置制度 支援費制度 

  ● 多様化・増大化する障害福祉ニーズへの対応 
 

  ● 利用者の立場に立った制度構築 

支援費制度の意義 

行 政 

事業者 障害者 

事業者 障害者 

行 政 
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障害者自立支援法のポイント 

障害者施策を３障害一元化 
 ３障害の制度格差を解消し、精神障害者を対象に 
 市町村に実施主体を一元化し、都道府県はこれをバックアップ 

利用者本位のサービス体系に再編 
 ３３種類に分かれた施設体系を６つの事業に再編。 
  合わせて「地域生活支援」「就労支援」のための事業や重度 
  の障害者を対象としたサービスを創設 
 規制緩和を進め既存の社会資源を活用 

就労支援の抜本的強化 
 支援の必要度に関する客観的な尺度（障害程度区分）を導入 
 審査会の意見聴取など支給決定プロセスを透明化 

安定的な財源の確保 
 国の費用負担の責任を強化（費用の１/２を負担） 
 利用者も応分の費用を負担し、皆で支える仕組みに 

自
立
と
共
生
の
社
会
を
実
現 

 

障
害
者
が
地
域
で
暮
ら
せ
る
社
会
に 
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３障害一元化による制度格差の解消・実利用者数の推移 

平成２５年 １月→平成２６年１月の伸び率（年率）・・・・・６．３％ 

うち 身体障害者の伸び率・・・３．７％  精神障害者の伸び率・・・１４．５％ 
   知的障害者の伸び率・・・４．７％ 
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施設等から地域への移行の推進 

■施設入所数の推移 出展 ： 国保連データ速報値等 

入所者数/人 
146,001 

144,425 

139,851 139,859 

139,653 
134,573 133,362 

平成17年度 

（17年10月1日） 

平成20年10月 

（国保連データ） 

平成21年10月 

（国保連データ） 

平成22年10月 

（国保連データ） 

平成23年10月 

（国保連データ） 

平成24年10月 

（国保連データ） 

平成25年10月 

（国保連データ） 

平成17年度 平成20年3月 平成21年3月 平成22年3月 平成23年3月 平成24年3月 平成25年3月 

■ケアホーム・グループホームの利用者数の推移 出展 ： 国保連データ速報値等 

（人分） 

グループホーム 

3.4万 

42,027人 

グループホーム 

ケアホーム 

48,394人 
55,983人 

63,323人 71,866人 
81,729人 

提
供
さ
れ
る 

サ
ー
ビ
ス
の
総
量 
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障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの 
間において障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関する法律の概要 

（その他）（１）「その有する能力及び適性に応じ」の削除、（２）成年後見制度利用支援事業の必須事業化、 
      （３）児童デイサービスに係る利用年齢の特例、（４）事業者の業務管理体制の整備、 
      （５）精神科救急医療体制の整備等、（６）難病の者等に対する支援・障害者等に対する移動支援についての検討 

－ 利用者負担について、応能負担を原則に 
－ 障害福祉サービスと補装具の利用者負担を合算し負担を軽減 

－ 発達障害が障害者自立支援法の対象となることを明確化 
 

－ 相談支援体制の強化 
   
    － 支給決定プロセスの見直し（サービス等利用計画案を勘案）、サービス等利用計画作成の対象者の大幅な拡大 

－ 児童福祉法を基本として身近な地域での支援を充実 
    （障害種別等で分かれている施設の一元化、通所サービスの実施主体を都道府県から市町村へ移行） 

－ 放課後等デイサービス・保育所等訪問支援の創設 
－  在園期間の延長措置の見直し                 

－ グループホーム・ケアホーム利用の際の助成を創設 
－   重度の視覚障害者の移動を支援するサービスの創設（同行援護。個別給付化） 

② 利用者負担の見直し 

③ 障害者の範囲の見直し 

④ 相談支援の充実 

⑤ 障害児支援の強化 

⑥ 地域における自立した生活のための支援の充実 

① 趣旨 

－ 障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの間における障害者等の 
  地域生活支援のための法改正であることを明記 
 

公布日施行 

平成24年４月１日までの政令で定める日（平成24年４月１日）から施行 

平成24年４月１日施行 

平成24年４月１日施行 

公布日施行 

(1)(3)(6)：公布日施行 
(2)(4)(5)：平成24年4月1日ま 
      の政令で定める日 
（平成24年4月1日）から施行 

平成24年４月１日までの政令で定める日 
（平成23年10月１日）から施行 

市町村に基幹相談支援センターを設置、「自立支援協議会」を法律上位置付け、 
地域移行支援・地域定着支援の個別給付化 

１８歳以上の入所者については、障害者自立支援法で対応するよう見直し。 
その際、現に入所している者が退所させられることのないようにする。 

（平成22年12月３日成立、同12月10日公布） 
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地域における共生の実現に向けて 
新たな障害保健福祉施策を講ずるための関係法律の整備に関する法律の概要 
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障害者総合支援法の目的 

● 個人としての尊厳にふさわしい日常生活や社会生活を営むことを 
  支援する 
● 障害者や障害児の福祉の増進とともに、障害の有無にかかわらず 
  国民が相互に人格と個性を尊重し安心して暮らすことのできる 
 「地域社会づくり」を進める 

第１条 ： 目的 
 

 この法律は、障害者基本法の基本的な理念にのっとり、身体障害者福祉法、 
知的障害者福祉法、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律、児童福祉法 
その他障害者及び障害児の福祉に関する法律と相まって、障害者及び障害児 
が基本的人権を享有する個人としての尊厳にふさわしい日常生活又は社会生 
活を営むことができるよう、必要な障害福祉サービスに係る給付、地域生活支 
援事業その他の支援を総合的に行い、持って障害者及び障害児の福祉の増進 
を図るとともに、障害の有無にかかわらず国民が相互に人格と個性を尊重して 
安心して暮らすことのできる地域社会の実現に寄与することを目的とする。 
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児童福祉法の理念 

● 国民は、児童が心身ともに健やかに生まれ、かつ育成されるよう 
  務める。 
 

● 児童は、ひとしくその生活を保障され、愛護されなければならな 
  い。 

第１条 ： 児童福祉の理念 
 

 すべての国民は、児童が心身ともに健やかに生まれ、且つ、育成されるよう 
努めなければならない。 
 
 第２項 
 すべての児童は、ひとしくその生活を保障され、愛護されなければならない。 
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障害者の範囲の見直し 

● 制度の谷間のない支援を提供する観点から、障害者の定義に新た 
  に難病等を追加し、障害福祉サービス等の対象とする。 

（平成25年４月１日施行） 
 

● 障害者総合支援法における難病等の範囲は、当面の措置として、 
  「難病患者等居宅生活支援事業」の対象疾病と同じ範囲（130 
  疾患を政令で規定）として平成25年4月から制度を施行した上で、 
  新たな難病対策における医療費助成の対象疾患の範囲等に係る 
   検討を踏まえ、見直しを行うものとする。 

 難病患者等で、症状の変動などのより、身体障害者手帳の取得ができないが一定の障害が
ある方々に対して、障害福祉サービスを提供できるようになる。 
 

 これまで補助金事業として一部の市町村での実施であったが、全市町村において提供可能
になる。 
 

 受けられるサービスが、ホームヘルプサービス、短期入所、日常生活用具給付だけでなく、
新法に定める障害福祉サービスに広がる。 
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障害者総合支援法の対象疾患一覧 
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障害者の権利に関する条約 

第１条 ： 目的 
 

 この条約は、すべての障害者によるあらゆる人権及び基 
本的自由の完全かつ平等な享有を促進し、保護し、及び確 
保すること並びに障害者の固有の尊厳の尊重を促進するこ 
とを目的とする。 
 
 障害者には、長期的な身体的、精神的、知的または感覚 
的な障害者有する者であって、様々な障壁との相互作用に 
より他の者と平等に社会に完全かつ効果的に参加すること 
を妨げられることのあるものを含む 
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①重度訪問介護の見直し 

● 重度訪問介護の対象者を「重度の肢体不自由者その他の障害者であって 
  常時介護を要するものとして厚生労働省令で定めるもの」とする。 

 

 ⇒厚生労働省令において、現行の重度の肢体不自由者に加え、行動障害を 
  有する知的障害者又は精神障害者に対象拡大。【平成26年4月1日施行】 

■ 対象 
重度の肢体不自由者であって、常時介護 
を要する障害者。 
→障害程度区分４以上であって、下記の 
 いずれに該当する者 
 

①２肢以上に麻痺等がある者 
②障害程度区分の認定調査項目のうち、 
 「歩行」「移乗」「排尿」「排便」の 
 いずれも「できる」以外と認定されて 
 いること。 

 

 

■ 対象 
重度の肢体不自由者その他の障害者であっ 
て、常時介護を要するものとして厚生労働 
省令で定めるもの。 
→障害支援区分４以上であって、下記 
 の①又は②の条件を満たす者 
 

①２肢以上に麻痺等があり、障害支援区分 
 の認定調査項目のうち、「歩行」「移 
 乗」「排尿」「排便」のいずれも「でき 
 る」以外と認定されていること。 
②知的障害または精神障害により行動上著 
 しい困難を有する者であること。 

（関連項目１０点以上の者） 
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行動障害のある者に対するアセスメントから支援までのプロセス 

① アセスメント 

② 支援の計画 

③ 支 援 

行動観察 ・ 情報収集 
 

障害特性の理解 

A. 本人の困難を軽減したり取り除く 
 

B. 本人ができること、強みを活用する 
 
＊ 支援計画は場面ごと、工程ごとに 
  丁寧に作る必要がある。 

行動の 
分析 
理解 

 本人が困っていること 
 本人ができること、強み 
 本人の特性 

の把握 

A，Bを組み合わせた具体的
なツールの作成や構造化、環
境調整などの支援計画の立
案 
 

支援の方向性は基本に忠実
に 
 

具体策やツールは個別化す
る 
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強度行動障害に対応する職員の人材育成の充実について 
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②共同生活介護の共同生活援助への一元化 

● 共同生活を行う住居でのケアが柔軟にできるよう、共同生活介護（ケア 
  ホーム）を共同生活援助（グループホーム）に統合。 

 

 ⇒障害者の地域移行を促進するために、地域生活の基盤となる住まいの 
  場の確保を促進。             【平成26年4月1日施行】 
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サテライト型グループホームの概要 

● 地域生活への移行を目指している障害者や現にグループホームを利用して 
  いる障害者の中には、共同住居よりも単身での生活を望む人がいる。 
 

● 少人数の事業所が経営安定化の観点から、定員を増やそうとしても近隣に 
  入居人数など条件にあった物件がなく、また、物件が見つかっても界壁の 
  設置など大規模改修が必要となるケースも少なくないとの声がある。 
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③地域移行支援の対象拡大 
● 地域生活への移行のために支援を必要とする者を広く地域移行支援の対象 
  とする観点から、現行の障害者支援施設等に入所している障害者又は精神 
  科病院に入院している精神障害者に加えて、その他の地域における生活に 
  移行するために重点的な支援を必要とする者であって厚生労働省令で定め 
  るものを追加 

 

 ⇒保護施設、矯正施設等を退所する障害者などに対象拡大 
【平成26年4月1日施行】 

矯正施設入所者の退所に 
向けた調整等については、 
保護観察所、地域生活定着 
支援センターとの連携によ 
り、現在も行われている。 
 

今後は、これらとの役割分 
担について整理が必要。 
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矯正施設に入所している障害者に対する支援 

保護観察所の支援内容 
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地域生活定着支援センターの支援内容 

保
護
観
察
所
の
協
力
依
頼 

本人との面接 

通信の実施 

福祉サービス等 

調整計画の作成 

受入先施設等の 

確保の為の調整 
 

福祉サービス等の 

申請支援等 

本人の福祉的ニー 

ズ、福祉的支援を 

受ける上での問題 

点等を把握 

本人に対する支援 

作業計画を作成 
 

作成した計画は、 

保護観察所に提出 

本人が他の都道府 

県への帰住を希望 

している場合は、他 

のセンターに必要な 

対応を依頼 

矯正施設退所後の受け入れ先施設等の確保（帰住予定地の決定） 
 

矯正施設退所後、直に福祉サービス等を利用できるようにするための体制整備 



social welfare corporation DOAIKAI 

   

矯正施設等を退所した障害者の地域生活への移行支援 

矯正施設等 

保護観察所 地域生活定着支援センター 

更生保護施設 

相談支援事業所等 

一般住宅 
一人暮らし 

グループホーム 
 ケアホーム 

宿泊型自立訓練 
障害者支援施設 

連絡・調整 

退
所 

連携 連携 

指定入院医療機関 

退所 

・ 

退院 

※ 医療観察法に基づく 
通院決定を受けた者 

報酬の加算 
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④地域生活支援事業の追加 
 

市町村が実施する地域生活支援事業の必須事業として、以下の事業を追加 
 ① 障害者に対する理解を深めるための研修・啓発 
 ② 障害者やその家族、地域住民等が自発的に行う活動に対する支援 
 ③ 市民後見人等の人材の育成・活用を図るための研修 
 ④ 意思疎通支援を行う者の養成 
 
また、意思疎通支援を行う者の養成又は派遣のうち、特に専門性の高い意
思疎通支援を行う者を養成し、又は派遣する事業、意思疎通支援を行う者の
派遣に係る市町村相互間の連絡調整等広域的な対応が必要な事業について、
都道府県が実施する地域生活支援事業の必須事業に追加。 

                                  
【平成２５年４月１日施行】 
地域社会における共生を実現するため、社会的障壁の除去に資するよう、
地域社会の側への働きかけの強化、地域における自発的な取り組みの支援成
年後見制度の利用促進及び意思疎通支援の強化 

27 
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新法に基づく給付・事業 

市町村 

自立支援医療 

補装具 

介護給付 

障害児・者 

訓練等給付 

地域生活支援事業 

自立支援給付 

★原則として国が１／２負担 

・訪問系サービス 

（居宅介護、重度訪問 

 介護等） 

・療養介護 

・生活介護 

・短期入所 

・重度障害者等包括支援 

・施設入所支援 

・自立訓練 

・就労移行支援 

・就労継続支援 

・共同生活援助 

★国が１／２以内で補助 

・相談支援 ・コミュニケーション支援、日常生活用具 

・移動支援 ・地域活動支援センター ・福祉ホーム 等 

支援 

・広域支援 ・人材育成 等 

都道府県 
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障害支援区分への名称 ・ 定義の改正 

● 「障害程度区分」を「障害支援区分」に改め、その定義を「障害者等の 
  障害の多様な特性その他の心身の状態に応じて必要とされる標準的な支 
  援の度合を総合的に示すものとして厚生労働省令で定める区分」とする。 

【平成26年4月1日施行】 

障害程度区分 

一次判定（コンピュータ判定） 

認定調査項目（日常生活行為等） 
【７９/１０６項目】 

認定調査項目（IADL）【０７/１０６項目】 

二次判定（市町村審査会） 

認定調査項目（行動障害）【０９/１０６項目】 

認定調査項目（精神面等）【１１/１０６項目】 

医師意見書 特記事項 

障害支援区分 

一次判定（コンピュータ判定） 

認定調査項目【８０/８０項目】 

二次判定（市町村審査会） 

特記事項 

医師意見書 
（一次判定で評価した項目除く） 

医師意見書 
（てんかん・精神障害の機能評価・麻痺・拘縮） 
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障害児支援の強化 

● 障害のある児童が身近な地域で適切な支援が受けられるようにするととも 
  に、併せて、年齢や障害特性に応じた専門的な支援が提供されるよう質の 
  確保を図る。 

 障害児施設の一元化 
従来の障害種別で分かれていた障害児施設を、通所による支援を「障害児通所支援（児童発達
支等）」、入所による支援を「障害児入所支援（障害児入所施設）」にそれぞれ一元化 
 

 障害児通所支援の実施主体を市町村へ移行 
通所サービスの実施主体は身近な市町村に変更。これにより障害者自立支援法の居宅サービス
と通所サービスの一体的な提供が可能。 
 

 放課後等デイサービス、保育所等訪問支援の創設 
学齢児を対象としたサービスを創設し、放課後支援を充実。また、障害があっても保育所等の利
用ができるよう訪問サービスを創設。 
 

 在園期間の延長措置の見直し 
１８歳以上の障害児施設入所者に対し自立支援法に基づく障害福祉サービスを提供し、年齢に応
じた適切な支援を提供。 

＊現に入所していた者が退所させられないようにする。 
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 障害児施設・事業の一元化 イメージ 

   児童デイサービス 

重症心身障害児（者）通園事業（補助事業） 

障害児通所支援 

 

   ・児童発達支援 

    ・医療型児童発達支援 

    ・放課後等デイサービス 

   ・保育所等訪問支援 

 障害児入所支援 

 

    ・福祉型障害児入所施設 

   ・医療型障害児入所施設 

通
所
サ
ー
ビ
ス 

入
所
サ
ー
ビ
ス 

   知的障害児通園施設 

   難聴幼児通園施設 

   肢体不自由児通園施設（医） 

   知的障害児施設 

   第一種自閉症児施設（医） 

   第二種自閉症児施設 

   盲児施設 

   ろうあ児施設 

   肢体不自由児施設（医） 

   肢体不自由児療護施設 

   重症心身障害児施設（医） 

＜＜ 障害者自立支援法 ＞＞ 

＜＜ 児童福祉法 ＞＞ 

（医）とあるのは医療の提供を行っているもの 

＜＜ 児童福祉法 ＞＞ 【市町村】 【市町村】 

 【都道府県】 

 【都道府県】 

● 障害児支援の強化を図るため、従来の障害種別で分かれていた施設体系に 
   ついて、通所・入所の利用形態の別により一元化。 
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１８歳以上の障害児施設入所者への対応 

 

 

 

○ 障害児のみを対象 
 

○ １８歳以上の入所者は、地域生活への 

 移行のための計画的な支援を受ける。 
   ① グループホーム、ケアホームなどを利用 

      ② 地域の障害者施設へ移行 

 
 

  

■ 施行後直ちに障害福祉サービス 

 の指定基準を満たすことが困難な 

 場合があることから、障害福祉サー 

 ビスの指定基準を満たさな くても、 

 従来の障害児施設の基準を満たす 

 ならば障害福祉サービスの指定を 

 受けることが可能。 

 

 
■ この特例措置は、事業者指定の 

 有効期間（６年間）までとし、各施設 

 は６年間の間に、方向性を踏まえた 

 必要な取組を行う。 

【事業者指定の特例措置】 

○ 障害者のみを対象 

         （＊障害児の入所枠は廃止） 
 

○ 障害者は障害福祉サービスの提供を 

 受ける。  

○ 施設の併設（＊障害児及び障害者を対象） 
 

○ 障害者は障害福祉サービスの提供を 

 受ける。 

【方向性】 

施
設
の
在
り
方
・
支
援
方
法
等 

障害児施設 

と 

障害者施設 

の併設 

障害者施設 

への転換 

障害児施設 

として維持 

都
道
府
県 
・ 

市
町
村
と
協
議
し
て
決
定 

都道府県 

障
害
児
入
所
施
設 

市町村 

● １８歳以上の入所者がいる障害児施設は、「障害児施設として維持」、「障害者 
  施設への転換」、「障害児施設と障害者施設の併設」の３タイプから施設の方 
  向性を選択。 
 

● 入所者が退所させられることがないよう、障害福祉サービスの指定を受ける 
   必要があるが、指定に当たっての特例措置を講ずる。 
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とあるものは法律に規定されている事項。以下同じ。 

   市町村は、必要と認められる場合として省令で定める場合には、指定特定相談支援事業者が作成す

るサービス等利用計画案の提出を求め、これを勘案して支給決定を行う。 

＊ 上記の計画案に代えて、指定特定相談支援事業者以外の者が作成する計画案（セルフプラン）を提出可。 
＊ サービス等利用計画作成対象者を拡大する。 

法 支給決定後のサービス等利用計画の作成、及びサービス開始後のサービス等利用計画の見直し
（モニタリング）について、計画相談支援給付費を支給する。 

法 障害児についても、新たに児童福祉法に基づき、市町村が指定する指定障害児相談支援事業者が、
通所サービスの利用に係る障害児支援利用計画（障害者のサービス等利用計画に相当）を作成する。 

＊障害児の居宅介護等の居宅サービスについては、障害者総合支援法に基づき、「指定特定相談支援事業者」が
サービス等利用計画を作成。（障害児に係る計画は、同一事業者が一体的（通所・居宅）に作成） 

支給決定プロセスの見直し等 

受
付
・申
請 

障
害
支
援
区
分
の
認
定 

 

計
画
案
の
作
成 

サ
ー
ビ
ス
等
利
用 

 

支
給
決
定 
  

サ
ー
ビ
ス
等
利
用
計
画 

支
給
決
定
後
の 

支給決定時か
らケアマネジ
メントを実施 

サ
ー
ビ
ス
利
用 

一定期間ごとの 

モニタリング 

サ
ー
ビ
ス
等
利
用
計
画 

支
給
決
定
後
の 

法 

法 

法 

法 

サ 
ー 

ビ 

ス 

担 

当 

者 

会 

議 
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計画相談支援のしくみ 

● 障害者総合支援法に基づくサービスの利用に当たっては、相談支援事業者が作成する 
   「サービス等利用計画」が必要。 

  （児童福祉法に基づく障害児支援については、「障害児支援利用計画」） 
   

  ＊平成２２年１２月成立の「つなぎ法」による関係法令改正の施行（平成２４年４月）。 
   完全施行となる平成２７年４月からは全例での計画が必要となるが、それまでの間は 
   経過措置として、市町村が必要と認めた場合に作成することとされている。 
   

  ＊各事業所で計画を作成する相談支援専門員には、高い能力がもとめられるため、一 
   定の実務経験に加えて都道府県が主催する研修の終了を義務付けている。 
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サービス等利用計画と個別支援計画 

ア
セ
ス
メ
ン
ト 

 
 

 
 

 
 

 

サ
ー
ビ
ス
等
利
用
計
画
案 

個
別
支
援
計
画 

 

モ
ニ
タ
リ
ン
グ 

相
談
支
援
事
業
所 支

給
決
定
（市
町
村
） 

サ
ー
ビ
ス
事
業
所 

ア
セ
ス
メ
ン
ト 

 
 

 
 

 
 

 

サ
ー
ビ
ス
等
利
用
計
画 

個
別
支
援
会
議 

継
続
サ
ー
ビ
ス
等
利
用
支
援 

（
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
） 

個
別
支
援
計
画
の
実
施 

（
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
） 

個
別
支
援
計
画
の
変
更 

サ 

ー 

ビ 

ス 

担 

当 

者 

会 

議 

個
別
支
援
計
画
の
原
案 
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モニタリングの標準期間のイメージ 

障害福祉サー
ビスの利用者 

 
地域相談支援

の利用者 
 

障害児通所 
支援の利用者 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 

支 

給 

決 

定
（新
規
等
） 

1月目 

入所サービスの利用者  
（障害児を除く） 

12月目 

 支給決定の有効期間の終期月に、
モニタリングを実施。 
 その結果、支給決定の更新等が
必要な場合は、サービス等利用計
画案の作成等を併せて実施。 

支給決定の有効期間
が1年の場合 

在宅サービスの利用者 

5月1日に新規に利用開始する場合の例 

2月目 3月目 

4月目 5月目 7月目 6月目 8月目 9月目 10月目 11月目 12月目 

１年に１回実施 

6月目 12月目 

11月1日 

※ 当該期間は、「標準」であり、対象者の状況に応じ「２、３ヶ月」とすることや、在宅サービスの利   
   用者を「１年に１回」とすること、入所サービスの利用者を「１年に１回以上」とすることなどが想  
   定されることに留意。 

６月に１回 
実施 

６月目 

毎月実施 

支給決定の有効期間
が６か月の場合 
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第４期障害福祉計画の策定について 

● 基本指針（厚生労働大臣）では、障害福祉計画の計画期間を３年として 
  おり、これに即して都道府県・市町村は３年ごとに障害福祉計画を作成。 
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第４期計画の主なポイント 
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成果目標と活動指標の関係 
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栃木県障害福祉計画（第4期計画） 

項 目 数 値 考え方 

H31.3.31時点の入所者数（A） 2,204人 
都民施設を除いた、福
祉施設の定員総数 

２
９
年
度
目
標
値 

地域移行者数 
（平成29年度末までの累計） 

150人 （A）の約７％ 

入所者数（B） 2,154人 
都民施設を除いた、福
祉施設の定員総数 

削減数（A－B） 50人 （A）の約２％ 

区 分 平成２４年６月末時点 平成２９年６月末時点 削減率 

長期在院者数 3,401人 2,874人 約１５％ 
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地域における居住支援のあり方 

障害者の高齢化・重度化や、「親亡き後」も見据えた、 

障害児・者の地域生活支援を更に推進する観点からの 

ケアホームと統合した後のグループホーム、小規模入所 

施設等も含めた地域における居住の支援等のあり方 

 相談（地域移行、親元からの自立） 

 体験の機会・場（１人暮らし、グループホーム等） 

 緊急時の受入・対応（ショートステイの利便性・対応向上等） 

 専門性（人材の確保・養成、連携） 

 地域の体制づくり（サービス拠点、コーディネーターの配置等） 
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ＧＨ併設型 単独型 

地域における居住支援のための機能強化 

障害者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、各地域の抱える課題に応じて、居住支援のための機能（
相談、体験の機会・場、緊急時の受け入れ・対応、専門性、地域の体制づくり）を地域に整備していく手法と
しては、❶ これらの機能を集約して整備する「多機能拠点整備型」（グループホーム併設型、単独型）、❷
地域において機能を分担して担う「面的整備型」等が考えられる。 

 

体験の機会・場 

緊急時の受け入れ 

相談 

体験の機会・場 

緊急時の受け入れ 

相談 

体験の機会・場 

相談 

緊急時の受け入れ 

グループホーム 

グループホーム 

この場合、専門的な知識・
技術を有するスタッフによ
る支援や夜間の支援体制等
を確保する観点等から、一
定程度の規模が必要なケー
スも考えられる。 

（参考）居住支援のための機能強化の整備手法のイメージ 

各地域のニーズ、既存のサービスの整備状況など各地域の個別の状況に応じ、関係者や障害当事者が参画して検討 

多機能拠点整備型 
面的整備型 
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 都市部など土地の取得が困難な地域等においても、各都道府
県の判断で地域の居住支援体制を柔軟に整備できるよう、次の
いずれにも該当するものとして都道府県が認めた場合は、１の建
物の中に複数の共同生活住居の設置を認めることとする。 
 

１の建物における共同生活 
住居の設置数に関する特例 

① 地域で生活している障害者等との常時の連絡体制の確保、緊急一時的
な宿泊の場の提供など地域で暮らしている障害者等を支援するための
事業や地域の関係機関と連絡調整を行うコーディネート事業を行うこと 

② ①の機能をグループホームに付加的に集約して整備することが障害福
祉計画に地域居住支援の一環として位置づけられていること 

③ １つの建物であっても、入り口（玄関）が別になっているなど建物構造上
、共同生活住居ごとの独立性が確保されていること 

④ １つの建物に設置する共同生活住居の入居定員の合計数が２０人以下
（短期入所（空床利用型を除く）を行う場合、当が居短期入所の利用定
員数を含む。）であること。 
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障害児・者の地域生活支援の推進のための多機能拠点構想 
（地域生活支援拠点） 

コーディネーター 

＋ 

グループホーム 

地域支援機能 居住支援機能 

10人 10人 

10人×2 (建物の特例) 
※ショートステイの定員を含む 

夜間・ 
医療体制 
等の加算 
（拡充） 

地域相談支援・地域生活
支援事業の活用等 

ショートステイ 

障害者支援施設 

居住支援機能 地域支援機能 

※地域生活支援拠点として地域に開か
れた小規模な障害者支援施設 

※安心生活支援事業（地域生活支援事業）によるコーディネイトや、個別給付による地域定着支援の実施を必須として、施設整備に対する補助
について優先的に採択することを検討 

30人程度 

コーディネーター 

地域相談支援・地域生
活支援事業の活用等 

ショートステイ 

生活介護・ 
就労系等 

24時間の相談受付 
緊急時等の受入 

(医療対応・シェルター等) 

地域生活の支援 
(緊急時の人的支援、様々

な 
資源のコーディネイト等) 

高齢化に対応した 
日中活動の場 

(生活介護・就労系等) 

在宅医療等 

※ 拠点を設けず、地域において機能を
分担する「面的整備型」も考えられる 

地域連携 

地域相談支援・地域生活支
援事業の活用等 

親との同居 

グループホーム 

夜間・ 
医療体制 
等の加算 
（拡充） 

地域連携 

一人暮らし 生活介護・ 
就労系等 

在宅医療等 
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退所・退院

グループホーム
体験利用

介護者不在時

Aさん
（入所者・入院患者）

入所施設･精神科病院

アパート等での
一人暮らし

自宅(親と同居）

Cさん
（在宅生活者）

卒業・就職

グループホーム

地域移行
・定着

日中活動の場
（就労支援等）

連携

医療機関等

連携

自宅(親と同居）

Bさん
（在宅生活者）

地域定着

コーディネーターによる
相談支援

（居住支援・生活支援）

地域生活支援拠点

緊急時
ショートステイ利用

グループホーム
体験利用

本県における地域生活支援拠点のイメージ

(必要に応じ）再入所・再入院
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（平成２３年６月１７日成立、同６月２４日公布 
平成２４年１０月１日施行） 

障害者虐待防止法の目的 

 障害者に対する虐待が障害者の尊厳を害するものであり、 
 

障害者の自立及び社会参加にとって障害者に対する虐待を 
 

防止することが極めて重要であること等に鑑み、障害者に対 
 

する虐待の 禁止、国等の責務、障害者虐待を受けた障害者に 
 

対する保護及び自立の支援のための措置、養護者に対する支 
 

援のための措置等を定めることにより、障害者虐待の防止、養 
 

護者に対する支援等に関する施策を促進し、もって障害者の 
 

権利利益の擁護に資することを目的とする。 
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虐待の定義 

１ ｢障害者｣とは、身体・知的・精神障害その他の心身の機 

      能の障害がある者であって、障害及び社会的障壁により 

      継続的に日常生活・社会生活に相当な制限を受ける状態 

      にあるものをいう 

 

２ ｢障害者虐待｣とは、次の３つをいう 

    ①養護者による障害者虐待 

    ②障害者福祉施設従事者等による障害者虐待 

    ③使用者による障害者虐待    
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３ 障害者虐待の類型 

①身体的虐待 
 障害者の身体に外傷が生じ、若しくは生じるおそれのある暴行を加え、又は正当な理 

  由なく障害者の身体を拘束すること 
 

②放棄・放置 
 障害者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の放置等による①③④の行為と 

  同様の行為の放置等 
 

③心理的虐待 
 障害者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応その他の障害者に著しい心理的 

  外傷を与える言動を行うこと 
 

④性的虐待 
  障害者にわいせつな行為をすること又は障害者をしてわいせつな行為をさせること 
 

⑤経済的虐待 
  障害者から不当に財産上の利益を得ること 
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被虐待者の特徴 

• 知的・判断能力が著しく低下している。 

• 被害を受けていることを自覚できない。 

• 被害を受けていることを否定する。 

• 発信が少なく、SOSが出せず、放置されやすい。 

• 本人の意思がみえにくく表面化しにくい。 

• 被虐待者の障害受容ができていない。 

• 支援者との関係性が持ちにくい。 
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加虐待者の特徴 

• 自身も障害をもっていることが多い。 

• 虐待や不適切な支援をしている意識が薄い。 

• 育児や支援に専門性を要することがあるので、養
育能力が左右する。 

• 虐待者に介護負担がかかっている。 

• 障害特性に応じた対応を取らざるを得ない。 

• 虐待者の障害受容ができていない。 

• 支援者との関係性が持ちにくい。 
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障害種別と虐待の類型 
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身体障害 知的障害 精神障害 
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知的障害と虐待 

知的障害の特徴（例） 

 理解力が不十分、応用することの困難、見通しがた
てにくい、パニックになりやすい、障害への認識が十
分ではない 等 

 

知的障害者への虐待（例） 

 物事を理解ができないことによる経済的虐待、性的
虐待、いじめなどによる身体的虐待や心理的虐待
を受けやすい。 
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精神障害と虐待 

精神障害者の特徴（例） 

 融通がきかない、意欲・集中力・持続力の低下対人
緊張が強い、病状に波がある 

 

 抗精神薬の副作用、  長期入院による二次的な 

 障害、差別や偏見等による生活しづらさ 
 
精神障害者への虐待（例） 

 「なまけている」など、障害への無理解による心 

 理的虐待・ネグレクト 

 知的障害者と同様に、周囲が金銭管理を代行 

 することなどによって起こる経済的虐待 
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身体障害者虐待 

身体障害者への虐待（例） 

 主体的に動けないことによって起こる虐待 

  （介護放棄や暴力、暴言、財産搾取など） 

 外形による差別・見えない障害ゆえに起こる孤立 

  （心理的虐待） 

  例）聴覚障害：聞こえないことで疎外、孤立する 

 社会生活場面での様々な差別 

  （職場・学校等を含むあらゆる生活場面） 
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栃木県における障害者虐待の状況 
 

≪平成２５年４月１日～平成２６年３月３１日≫ 
平成２６年９月公表 

 養護者による虐待 10件 

   身体的虐待9件、心理的虐待6件、放棄・放置３件 
 

 障害者福祉施設従事者等による虐待 1件 

   身体的虐待１件、心理的虐待１件 
 

 使用者による虐待 ７件 

   心理的虐待１件、経済的虐待６件 
 

＊１つの案件に対し、類型が重複している場合あり。 
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障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）の概要 

障害者基本法 
第４条 

 
基本原則 

差別の禁止 

第１項：障害を理由とする 
    差別等の権利侵害 
            行為の禁止 

第2項：社会的障壁の除去を怠る 
     ことによる権利侵害の防止 

第3項：国による啓発・知識の 
     普及を図るための取組 

何人も、障害者に対して、障害
を理由として、差別することそ
の他の権利利益を侵害する行為
をしてはならない。  

社会的障壁の除去は、それを必要としてい
る障害者が現に存し、かつ、その実施に伴
う負担が過重でないときは、それを怠るこ
とによつて前項の規定に違反することとな
らないよう、その実施について必要かつ合
理的な配慮がされなければならない。  

国は、第一項の規定に違反する行為の
防止に関する啓発及び知識の普及を図
るため、当該行為の防止を図るために
必要となる情報の収集、整理及び提供
を行うものとする。  

施行日：平成２８年４月１日（施行後３年を目途に必要な見直し検討） 

 

 

 

具体化 
Ⅰ．差別を解消するための措
置 

Ⅱ．差別を解消するための支援措置 

差別的取扱いの禁止 

 

 

 
 

合理的配慮の不提供の禁止 

 

 

国・地方公共団体等 
民間事業者  

 

 
 

民間事業者 

国・地方公共団体等 
法的義務 

努力義務 

法的義務 

政府全体の方針として、差別の解消の推進に関する基本方針を策定（閣議決定） 
● 国・地方公共団体等  ⇒  当該機関における取組に関する要領を策定※ 

● 事業者          ⇒   事業分野別の指針（ガイドライン）を策定 

具体的な対応 

      ● 主務大臣による民間事業者に対する報告徴収、助言・指導、勧告 実効性の確保 

      ● 国内外における差別及び差別の解消に向けた取組に関わる情報の収集、整理及び提供 情報収集等 

      ● 相談・紛争解決の体制整備 ⇒ 既存の相談、紛争解決の制度の活用・
充実 

紛争解決・相談 

      ● 障害者差別解消支援地域協議会における関係機関等の連携 地域における連
携 

      ● 普及・啓発活動の実施 啓発活動 

※ 地方の策定は努力義務 
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２．障害福祉サービスの標準的内容 
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障害福祉サービス等の内容 

• 日常生活上必要な介護支援 介護給付 

• 障害者が地域で生活を行うために
提供される訓練的支援 

訓練等給付 

• 地域移行や地域で安心して暮らすた
めの相談支援 

地域相談 

支援給付 
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居宅介護（ホームヘルプ） 

【内容】 

 居宅における 

  ◇入浴、排泄、食事等の介護、調理、洗濯及び掃除等の家事 

  ◇生活等に関する相談及び助言 

  ◇その他の生活全般に渡る支援 
 

【対象】 

 障害支援区分が１以上（障害児はこれに相当する支援の程度） 

 ただし、通院等介助（身体介護を伴う場合）を算定する場合にあっ 

   ては、下記のいずれかに該当する者 

  ①区分２以上に該当していること 

  ②障害支援区分の調査項目のうち、次にあげる状態のいずれか１ 

          つ以上に認定されていること 

介 
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    歩行：「全面的な支援が必要」 
 

    移乗：「見守り等の支援が必要」、「部分的な支援が必要」 

                        又は「全面的な支援が必要」 
 

    移動：「見守り等の支援が必要」、「部分的な支援が必要」 

                        又は「全面的な支援が必要」 
 

    排尿：「部分的な支援が必要」又は「全面的な支援が必要」 
 

    排便：「部分的な支援が必要」又は「全面的な支援が必要」 
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重度訪問介護 介 

【内容】 

 居宅における 

  ◇入浴、排泄、食事等の介護、調理、洗濯及び掃除等の家事 

  ◇生活等に関する相談及び助言 

  ◇その他の生活全般に渡る援助 

    ◇外出時における移動中の介護     これらを総合的に行う 
 

【対象】 

 重度の肢体不自由者又は重度の知的障害・精神障害により、行動上 

   著しい困難を要する人であって、常時介護を要する障害者 

 障害支援区分が４以上であって、下記のいずれかに該当する者 
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    二肢以上に麻痺等があり、障害支援区分の認定調査項目のう 

             ち「歩行」「移乗」「排尿」「排便」のいずれも「支援が不 

             要」以外。 
 

    障害支援区分の認定調査項目及び医師意見書の行動関連項目 

    （１２項目）の合計点数が１０点以上であること。 
 

    ＊改正前障害程度区分の有効期間中においては、行動関連項 

                 目の合計点数が８点以上であること。 
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同行援護 介 

【内容】 

 外出時において同行し、 

  ◇移動に必要な情報の提供、移動の援護 

  ◇排泄および食事等の介護 

  ◇その他の外出する際に必要な援助 
 

【対象】 

 ①身体介護を伴わない場合 

  アセスメント調査票において、「視力障害」、「視野障害」及び 

      「夜盲」のいずれかが１点以上であり、かつ、「移動障害」の点 

       数が１点以上の者 

 ②身体介護を伴う場合（以下のいずれにも該当する者） 

  （ア）①の要件に該当する者 

  （イ）区分２以上に該当していること 
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  （ウ）障害支援区分の認定調査項目のうち、次にあげる状態のい 

                 ずれか１つ以上に認定されていること。 
 

    歩行：「全面的な支援が必要」 
 

    移乗：「見守り等の支援が必要」、「部分的な支援が必要」 

                         又は「全面的な支援が必要」 
     

    移動：「見守り等の支援が必要」、「部分的な支援が必要」 

                         又は「全面的な支援が必要」 
  

    排尿：「部分的な支援が必要」又は「全面的な支援が必要」 
 

    排便：「部分的な支援が必要」又は「全面的な支援が必要」 
 

   ＊障害児にあっては（ア）に加え、日常生活において身体介護が必要であり 

                同行援護のサービス提供時において（ウ）の項目について介助が必要な場合 
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行動援護 介 
【内容】 

  ◇行動する際に生じ得る危険を回避するための援護 

  ◇外出時における移動中の介護 

  ◇排泄および食事等の介護 

  ◇その他の外出する際に必要な援助 
 

【対象】 

 知的障害または精神障害により行動上著しい困難を有する障害者（ 

   児）で、常時介護を要する者 

 障害支援区分３以上であって、障害支援区分の認定調査項目及び医 

   師意見書の行動関連項目（１２項目）の合計点数が１０点以上（障 

   害児はこれに相当する支援の程度） 

 ＊改正前の障害程度区分の有効期間中においては、行動関連項目の 

       合計点数が８点以上であること。  
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重度障害者等包括支援 介 

【内容】 

 重度の障害者（児）に対し、居宅介護、重度訪問介護、同行援護、 

   行動援護、生活介護、短期入所、自立訓練、就労移行支援、就労継 

   続支援及び共同生活援助を包括的に提供する 
 

【対象】 

 常時介護を要する障害者（児）であって、意思疎通を図ることに著 

   しい障害がある者のうち、四肢の麻痺及び、寝たきりの状態にある 

   者知的障害又は精神障害により、行動上著しい困難を有する者障害 

   支援区分が区分６（障害児にあっては区分６に相当する支援の程 

   度）に該当する者のうち、意思疎通に著しい困難を有する者で、以 

 下のいずれかに該当する者 
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類型 状態像 

重度訪問介護の対象であって、
四肢すべてに麻痺等があり、寝
たきり状態にある障害者のうち、
右のいずれかに該当する者 

人工呼吸器による呼吸管理を
行っている身体障害者 
         （1類型） 

・筋ジストロフィー 
・脊椎損傷 
・ALS 
（筋萎縮性側索硬化症） 

・遷延性意識障害 等 

最重度知的障害者 
         （2類型） 

・重症心身障害者 等 

障害支援区分の認定調査項目及び医師意見書の行動関連項目
（12項目）の合計点数が10点以上である者（改正前の障害程度区
分の有効期間中においては、行動関連項目の合計点数が8点以上
であること） 
                      （3類型） 

・強度行動障害 等 

※類型ごとに、認定調査項目等の要件が別途あり。 
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短期入所（ショートステイ） 介 
【内容】 

 居宅においてその介護を行う者の疾病その他の理由により、障害者 

 支援施設、児童福祉施設その他の施設等への短期間の入所を必要と 

 する障害者（児）につき、当該施設等に短期間の入所をさせ、入 

 浴、排泄及び食事その他の必要な保護を行う 
 

【対象】 

 ①福祉型（障害者支援施設等において実施） 

   障害支援区分が区分１以上である障害者 

   障害児の支援の度合いに応じ、厚生労働大臣が定める区分にお 

   ける区分１以上に該当する障害児 
  

 ②医療型（病院、診療所、介護老人保健施設において実施） 

   遷延性意識障害児・者 

   筋萎縮性側索硬化症等の運動ニューロン疾患の分類に属する疾 

   患を有する者及び重症心身障害児・者 等 
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療養介護 介 
【内容】 

 主として昼間において  

 ◇病院において行われる機能訓練、療養上の管理、看護 

 ◇医学的管理のもとにおける介護 

 ◇日常生活上の世話 

 ＊療養介護のうち、医療に係るものを療養介護医療として提供する。 
 

【対象】 

 上記の内容を支援及び必要な医療を要する障害者 

 病院等への長期の入院による医療的ケアに加え、常時の介護を必要と 

 する障害者として以下にあげる者 

  ▽筋萎縮性側索硬化症（ALS）患者等気管切開を伴う人工呼吸器によ 

    る呼吸管理を行っている者であって、障害支援区分が６の者 

  ▽筋ジストロフィー患者又は重症心身障害者であって、障害支援区 

         分が５以上の者 
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施設入所支援 
【内容】 

 主として夜間において 

 ◇入浴、排泄及び食事等の介護 

 ◇生活等に関する相談及び助言 

 ◇その他の必要な日常生活上の支援 
 

【対象】 

 生活介護を受けている者であって、障害支援区分が４以上（５０歳 

   以上にあっては３以上）である者 
 

 自立訓練又は就労移行支援を受けている者であって、入所させなが 

   ら訓練等を実施することが必要かつ効果的であると認められる者 
 

 地域における障害福祉サービスの提供体制の状況その他やむを得な 

 い事情により、通所によって訓練等を受けることが困難な者 

 

 

 

   

 

介 
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 生活介護を受けている者であって、障害支援区分４（５０歳以上の 

   場合は障害支援区分３）より低いモノのうち、指定特定相談支援事 

   業者によるサービス等利用計画の作成の手続きを経た上で、区市町 

   村が利用の組み合わせの必要性を認めた者 

 

 就労継続支援B型を受けている者のうち、指定特定相談支援事業者に 

 よるサービス等利用計画の作成の手続きを経た上で、区市町村が利 

   用の組み合わせの必要性を認めた者 
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自立訓練（機能訓練） 
【内容】 

 身体障害者等に対し 

 ◇障害者支援施設若しくは障害福祉サービス事業所に通わせ、理学療 

   法、作業療法その他必要なリハビリテーションを行う 

 ◇当該障害者の居宅を訪問することによって必要なリハビリテーショ 

      ンを行う 

 ◇その他の必要な支援 
 

【対象】 

 地域生活を営む上で、身体機能・生活能力の維持・向上等のため、 

    一定の支援が必要な身体障害者等 

 ▽入所施設・病院を退所・退院した者であって、地域生活への移行等 

     を図る上で、身体的リハビリテーションの継続や身体機能の維持・ 

     回復などの支援が必要な者 

 ▽特別支援学校を卒業した者であって、地域生活を営む上で、身体機 

     能の維持・回復などの支援が必要な者等 

 

 

   

 

訓 
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自立訓練（生活訓練） 訓 
【内容】 

 知的障害者・精神障害を有する障害者に対し 

 ◇障害者支援施設若しくは障害福祉サービス事業所に通わせ、入浴、 

   排泄及び食事等に関する自立した日常生活を営むために必要な訓 

   練、生活に関する相談及び助言を行う  

 ◇当該障害者の居宅を訪問することによって必要な訓練、生活に関す 

   る相談及び助言を行う 

 ◇その他の必要な支援を行う 
 

【対象】 

 地域生活を営む上で、生活能力の維持・向上等のため、一定の支援 

   が必要な知的障害者・精神障害者 

 ▽入所施設・病院を退所・退院した者で、地域生活への移行等を図る上で生 

      活能力の維持・向上などの支援が必要な者 
 

 ▽特別支援学校を卒業した者であって、継続した通院により症状が安定して 

     いる者等であって、地域生活を営む上で生活能力の維持・向上などの支援 

     が必要な者等 
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就労移行支援 訓 
【内容】 

 ◇生産活動、職場体験その他の活動の機会の提供 

 ◇就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練を行う 

 ◇求職活動に関する支援、その適性に応じた職場の開拓 

 ◇就職後における職場への定着のために必要な相談 

 ◇その他の必要な支援を行う 
 

【対象】 

 就労を希望する６５歳未満の障害者 

 通常の事業所に雇用されることが可能と見込まれる者 

 ▽単独で就労することが困難であるため、支援が必要な者 

 ▽あん摩マッサージ指圧免許、はり師免許又は灸師免許を取得するこ 

   とにより、就労を希望する者 
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就労継続支援A型 訓 
【内容】 

 ◇生産活動、職場体験その他の活動の機会の提供 

 ◇就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練を行う 

 ◇その他の必要な支援を行う 
 

【対象】 

 企業等に就労することが困難な者 

 雇用契約に基づき、継続的に就労することが可能な６５歳未満の者 

 （利用開始時６５歳未満） 

 ▽就労移行支援事業を利用後、企業等の雇用に結びつかなかった者 

 ▽特別支援学校を卒業して就職活動を行ったが、企業等の雇用に結び 

   つかなかった者 

 ▽企業等を離職した者等就労経験のある者で、現に雇用関係がない者 

 

 

 

   

 



social welfare corporation DOAIKAI 

   

就労継続B型 訓 
【内容】 

 ◇生産活動、その他の活動の機会の提供 

 ◇就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練を行う 

 ◇その他の必要な支援を行う 
 

【対象】 

 企業等に就労することが困難な者 

 一定年齢に達している者等であって、就労の機会等を通じ、生産活 

   動に係る知識及び能力の向上や維持が期待される者 

 ▽就労経験がある者で、年齢や体力面で一般企業への雇用が困難となった者 

 ▽就労移行支援事業を利用した結果、B型の利用が適当と判断された者 

 ▽上記に該当しない者で、５０歳に達している者又は障害基礎年金１級受給者 

 ▽上記に該当しない者で、地域に一般就労の場やA型の事業所による雇用の場が
乏しく、雇用が困難であると市町村が判断した者（経過措置） 

 ▽障害者支援施設に入所する者について、サービス等利用計画作成の手続きを経
た上で、市町村が利用の組み合わせの必要性を認めた者 
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共同生活援助事業（グループホーム） 訓 
【内容】 

主に夜間において 

 ◇共同生活を営むべき居住において相談、入浴、排泄又は食事の介護 

 ◇その他の必要な支援を行う 
 

【対象】 

 就労し又は就労継続支援等の日中活動等を利用している障害者 

 （身体障害者にあっては、65歳未満の者又は65歳に達する日の前日 

     までに障害福祉サービス若しくはこれに準ずるものを利用したこと 

     がある者に限る。） 

 地域において自立した日常生活を営む上で、相談等の日常生活上の 

   援助が必要な者 

 ▽障害程度区分１又は障害程度区分に該当しない障害者 

 ▽障害程度区分２以上の障害者であっても、利用者が特にｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑの利用を 

   希望する場合 
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計画相談支援 
【内容】 
 サービス利用支援 
 ◇障害福祉サービス等の申請に係る支給決定の前にサービス等利用計 
   画案を作成 
 ◇支給決定後、サービス事業者等との連絡調整等を行うとともに、  
     サービス等利用計画を作成 
 

 継続サービス利用支援 
 ◇障害福祉サービス等の利用状況等の検証（モニタリング） 
 ◇サービス事業所等との連絡調整、必要に応じて新たな支給決定等に 
   係る申請の勧奨 
 

【対象】 
 障害福祉サービスの申請・変更申請に係る障害者・障害児（の保護 
   者） 
 地域相談支援の申請・変更申請に係る障害者 

 

 

   

 

相 



social welfare corporation DOAIKAI 

   

障害児相談支援 相 

【内容】 
 障害児支援利用援助 
 ◇障害児通所支援の申請に係る通所給付決定の前に障害児支援利用 
   計画案を作成 
 ◇通所給付決定後、サービス事業者等との連絡調整等を行うとともに 
   障害児支援利用計画を作成 
  

 継続障害児支援利用援助 
 ◇障害児通所支援の利用状況等の検証（モニタリング） 
 ◇サービス事業所等との連絡調整、必要に応じて新たな通所給付決定 
   等に係る申請の勧奨 

【対象】 
 障害児通所支援の申請・変更申請に係る障害児（の保護者） 
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地域移行支援 相 
【内容】 
 住居の確保その他の地域における生活に移行するための活動に関す 
   る相談 
 地域移行のための障害福祉サービス事業所等への同行支援等 
 

【対象】 
 障害者支援施設、のぞみの園、児童福祉施設又は療養介護を行う病 
   院に入所している障害者 
 ※児童福祉施設に入所する18歳以上の者、障害者支援施設に入所す 
      る15歳以上の障害者みなしの者も対象。 
 

 精神科病院（精神科病院以外で精神病室が設けられている病院含む） 
 に入院している精神障害者 
 ▽長期に入院していることから支援の必要性が相対的に高いと見込まれる１年 
  以上の入院者を中心に対象。 
 ▽１年未満の入院者は、特に支援が必要な者（措置入院や医療保護入院から退 
   院する者で住居の確保などの支援を必要とするものや地域移行支援を行わな 
     ければ入院の長期化が見込まれる者など）を対象。 
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地域定着支援 相 

【内容】 
 常時の連絡体制を確保し、障害の特性に起因して生じた緊急の事態 
   等の相談 
 障害福祉サービス事業所等との連絡調整等の緊急時の各種支援 
 

【対象】 
 以下の者のうち、地域生活を継続していくための常時の連絡体制の 
   確保による緊急時等の支援体制が必要と見込まれる者。 
  

  ①居宅において単身で生活する障害者 
  ②居宅において同居している家族等が障害、疾病等のため、緊急 
          時等の支援が見込まれない状況にある障害者 
   

   ▽施設・病院からの退所・退院、家族との同居から一人暮らしに 
            移行した者、地域生活が不安定な者も含む。 
   ▽グループホーム宿泊型自立訓練の入居者については、対象外。  
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障害児サービスの内容 

• 身近な地域で質の高い支援を必要
とする児童が療育を受けられる場 

障害児 

通所支援 

• 保護、日常生活の指導及び自活に
必要な知識や技能の付与を行う 

福祉型 

障害児 

入所施設 

• 福祉サービスに併せて治療を受けら
れる入所支援 

医療型 

障害児 

入所施設 
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児童発達支援 通 

【内容】 
 ◇日常の生活における基本的な動作の指導 
 ◇知識技能の付与 
 ◇集団生活への適応訓練 
 ◇その他必要な支援 
 

【対象】 
 療育の観点から、集団療育及び個別療育を行う必要があると認めら 
   れる未就学の障害児 
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医療型障害児発達支援 

【内容】 
 ◇日常の生活における基本的な動作の指導 
 ◇知識技能の付与 
 ◇集団生活への適応訓練 
 ◇その他必要な支援及び治療 
 

【対象】 
 肢体不自由があり、理学療法等の機能訓練又は医学的管理下での支 
   援が必要と認められた障害児 

 

   

 

通 
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放課後等デイサービス 通 

【内容】 
 授業の終了後又は学校の休業日に 
 ◇生活能力向上のための必要な訓練 
 ◇社会との交流の促進 
 ◇その他必要な支援 
 

【対象】 
 学校教育法第１条に規定している学校（幼稚園及び大学を除く）に 
   就学しており、授業の終了後また休業日に支援が必要と認められた 
   障害児。 
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保育所等訪問支援 通 

【内容】 
 保育所等を訪問し、 
 ◇障害児以外の児童との集団生活への適応のための専門的な支援 
 ◇その他必要な支援 
 

【対象】 

 保育所、幼稚園、小学校、特別支援学校、認定こども園その他児童 

   が集団生活を営む施設に通う障害児 

 当該施設を訪問し、専門的な支援が必要と認められた障害児 
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福祉型障害児入所施設 福 

【内容】 

 ◇食事、排泄、入浴等の介護 

 ◇日常生活上の相談支援、助言 

 ◇身体能力、日常生活能力の維持・向上のための訓練 

 ◇レクリエーション活動等の社会参加活動支援、コミュニケーション 

     支援 

 ◇身体能力、日常生活能力の維持・向上のための訓練 
 

【対象】 

 身体に障害のある児童、知的障害のある児童又は精神に障害のある 

   児童（発達障害児を含む） 

 児童相談所、市町村保健センター、医師等により療育の必要性が認 

   められた児童(手帳の有無は問わない)。 
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医療型障害児入所施設 医 

【内容】 

 ◇疾病の治療 

 ◇看護 

 ◇医学的管理の下における食事、排せつ、入浴等の介護 

 ◇日常生活上の相談支援、助言 

 ◇身体能力、日常生活能力の維持・向上のための訓練 

 ◇レクリエーション活動等の社会参加活動支援、コミュニケーション支援 
 

【対象】 

 知的障害児（自閉症児）、肢体不自由児、重症心身障害児 

 児童相談所、市町村保健センター、医師等により療育の必要性が認 

   められた児童(手帳の有無は問わない)。 
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   ３．障害者総合支援法及び 

    児童福祉法における支援の提供 
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サービス事業者等の責務 

 
 

第４２条 
（指定障害福祉サービス事業者及び指定障害者支援施設等の 

 設置者の責務）  
 

２ 指定事業者等は、その提供する障害福祉サービスの質の評価
を行うことその他の措置を講ずることにより、障害福祉サービス
の質の向上に努めなければならない。 

障害者総合支援法 
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第２１条の５の１７ 
 （指定障害児通所支援事業者及び指定医療機関の設置者の責務）  
 

２ 指定障害児事業者等は、その提供する障害児通所支援の質の評価を行  
   うことその他の措置を講ずることにより、障害児通所支援の質の向上に 
   努めなければならない。 
 
第２４条の１１ 
 （指定障害児入所施設等の設置者の責務） 
 

２ 指定障害児入所施設等の設置者は、その提供する障害児入所支援の質 
   の評価を行うことその他の措置を講ずることにより、障害児入所支援の 
   質の向上に努めなければならない。 

児童福祉法 
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サービス中心からニーズ中心へ 

● 利用者のニーズに合ったサービスを提供する 
  
 日中活動と居住に係るサービスの分離により、複数のサービスの 
組み合わせが可能となった。 
 
 利用者の選択に基づく多様なライフスタイルの選択ができる。 

● 利用者の希望する生活を目指し、段階的に支援する 
  
 利用者個々の目標実現のために個別支援計画を作成し、段階を踏 
みながら着実に目標を達成する支援を目指す。 
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初
期
状
態 

達
成
す
べ
き
状
態 

どのような支援があれば
達成できるかの分析 

（実
現
し
た
い
状
況
） 

（現
在
の
状
況
） 

反 映 

利用者の意向 

個別支援計画 

サービス開始 サービス終了 サービス提供 

      サービス管理責任者等の役割 

  ニーズに基づいて利用者の望みを実現 

達成すべき課題の明確化 

93 



social welfare corporation DOAIKAI 

   

当事者主体の支援と意思決定支援 

● 本人中心の支援 
  
 本人の表現能力の低さや遠慮などにより、移行が把握しづらい 
 場合もあるが、本人の意向を丁寧に把握し、個別支援計画の作 
 成やサービス提供等を本人の了解を得ながら進める 

● 合理的意思決定のプロセス 
 

問題意識…何が問題なのか？ 本人の目的とすることを明確にする 
 

設計…想像力豊かな選択肢を創り出す 
 

選択…予想される結果を見極める 妥協点を探り、選択肢を選び出す  
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サービス管理責任者等の評価基準 

評価の項目  評価の基準  

 
１．質の高いサービスの提供 
 

①苦情解決の推移 
②利用者や家族の満足度 
③福祉サービスの第三者評価 

 
２．事業の推進・効率化 
 
 

 
   

３．人材の育成・強化 
①ＯＪＴ、ＯＦＦ ＪＴの実施件数 
②資格取得などキャリアアップ 
③研究発表など専門性・スキルの向上 

①地域移行者の推移 
②利用者の推移 
③支援会議の効率化  
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サービス等利用計画及び障害児支援利用計画と個別支援計画の関
係 

● サービス等利用計画等については、相談支援専門員が、総合的な援助方針や解決 
    すべき課題を踏まえ、最も適切なサービスの組み合わせ等について検討し、作成。 
● 個別支援計画については、サービス管理責任者等が、サービス等利用計画等にお 
    ける総合的な援助方針等を踏まえ、当該事業所が提供するサービスの適切な支援 
    内容等について検討し、作成。 

サービス等利用計画及び障害児支援利用計画と個別支援計画の関係 
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サービス管理における個別支援計画 

PLAN 

計画 

DO 

実行 

CHECK 

確認 

ACTION 

改善 
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   ４．サービス管理責任者及び 

    児童発達支援管理責任者について 
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サービス管理責任者及び児童発達支援管理責任者の要件 

管 理 者 の 責 務 
 

「従業者及び業務の一元的な管理や  
規定を遵守させるため必要な指揮命令」 

 

サービス管理責任者等の責務 
 

「サービス提供プロセスに関して 
他のサービス提供職員に対する 

     技術的な助言や指導等」   

サービス提供職員等 A 

サービス提供職員等 B 

事務職員 

サービス内容 
の管理に関す 
る指示・指導 

     サービス提供部門     

人事管理 
指揮命令 

人事管理 
指揮命令 

その他の職員 

サービス内容 
の管理に関す 
る指示・指導 
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「管理者」と「サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者」 
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サービス管理責任者等の業務内容例 

①個別支援計画の作成に関する業務 

②利用者に対するアセスメント 

③利用者との面接 

④個別支援計画作成に係る会議の運営 

⑤利用者・家族に対する個別支援計画の説明と交付 

⑥個別支援計画の実施状況の把握（モニタリング） 

⑦定期的なモニタリング結果の記録 

⑧個別支援計画の変更（修正） 

⑨支援内容に関連する関係機関との連絡調整 

⑩サービス提供職員に対する技術的な指導と助言 

⑪自立した日常生活が可能と認められる利用者への必要な援助 
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「相談支援専門員」・「管理者」・「サービス管理責任者等」の比較 
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利用者から学ぶ ① 

母親を脊髄小脳変性症で亡くしたことがきっかけで、看護 

師として働いていた女性。 

22歳のとき同病発症、徐々に歩行困難となり24歳で退職、 

2年後に施設へ入所する。 

病気により全身の筋力が低下、日中の活動量が減少しベッ 

ドで休む時間が増えた。 

病気による不安も伴い、夜間不眠の日々が続き、生活リズ 

ムが狂ってしまう。 

咀嚼、嚥下力も低下し体重減少も著しく、誤飲性肺炎や抵 

抗力不足に伴う発熱等が頻回に見られ、医師の指示で胃瘻 

を増設することとなった。 
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体調は崩したくない。 
でも、ご飯や好きな 
おやつを食べたい！ 

インターネットをやりた
いけど、マウスやキー
ボードの操作が難しい。 
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利用者から学ぶ ② 

腸閉塞による入院中に誤嚥性肺炎を繰り返し、胃瘻造設となっ 

た知的障害のある男性。 

退院後、当施設へ入所し、個別支援計画のモニタリングに際し 

本人の希望を聞くと「何でもいいから口から食べたい。」という訴 

えがある。家族からも同様のニーズが聞かれた。 

本人の状況としては唾液の嚥下も可能であり、普段から咽も見 

られない。入院するまでは通常通り経口摂取していたことも踏 

まえ、可能性を把握するため、総合病院の専門外来で検査を 

行い、機能的な問題は見られず。 

しかし、リスクが高いこと、入院中の病院で胃瘻を造設したなら 

そのままの方が良いのではないか、とDr.より診断があった。 
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何でもいいから 
口から食べたい。 

外出や旅行に行って 
楽しく過ごしたい。 
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福祉の仕事とは 

 福祉の仕事は「つなぐ」仕事 
 

 

 命の尊さを常に学ぶことができる 
 

 

 人の人生に影響を与え、自分も与えられる 
 

 

 自ら社会をつくり、変えていく 
 

 

 自分の家族や社会を守ることにつながる 


